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規 則

�愛媛県規則第３３号
愛媛県林業・木材産業改善資金会計事務取扱規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和４年８月５日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県林業・木材産業改善資金会計事務取扱規則の一部を改正する規則

愛媛県林業・木材産業改善資金会計事務取扱規則（昭和５１年愛媛県規則第８２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

発 行 愛 媛 県
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改 正 後 改 正 前

（収納金の払込み）

第８条 県森連等は、償還金等の収納をしたときは、愛媛県会計規

則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第２４条第１項に規定する払込書

に計算書を添えて、遅滞なく指定金融機関、指定代理金融機関又

は収納代理金融機関に払い込まなければならない。

（収納金の払込み）

第８条 県森連等は、償還金等の収納をしたときは、愛媛県会計規

則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第２４条 に規定する払込書

に計算書を添えて、その日に指定金融機関、指定代理金融機関又

は収納代理金融機関に払い込まなければならない。

毎週（火・金）曜日発行 第３３０号 令和４年８月５日

令和４年８月５日金曜日 第３３０号
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�愛媛県告示第８３１号
地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第１４４条の９第３項の規定に基

づき、次のとおり特約業者の指定を取り消した。

令和４年８月５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第８３２号
令和４年健康資源・環境整備状況調査を次のとおり実施するので、

愛媛県統計調査条例（平成２０年愛媛県条例第６８号）第３条第２項の

規定により告示する。

令和４年８月５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 調査の目的

事業所、飲食店が取り組んでいる健康づくり関連項目について

調査することにより、県民の健康増進の総合的な推進を図るため

の基礎資料とする

２ 調査対象の範囲

� 事業所：従業者（常用雇用者）５０人以上の民営事業所

� 飲食店：愛媛県料飲業生活衛生同業組合加盟店舗、愛媛県中

華料理生活衛生同業組合加盟店舗、愛媛県すし商生活衛生同業

組合加盟店舗、愛媛県喫茶業生活衛生同業組合加盟店舗、愛媛

県社交飲食業生活衛生同業組合加盟店舗

３ 報告を求める事項

� 事業所：事業所、健康づくり、メンタルヘルスケア、がん検

診、歯科健診、受動喫煙防止対策に関すること

� 飲食店：経営形態、受動喫煙防止対策、健康づくりに関する

取り組みについて

４ 報告を求める事項の基準となる期日

令和４年８月３１日

５ 報告を求める者

２に記載した全事業所及び全店舗

６ 報告を求めるために用いる方法

調査票の郵送による自計方式

７ 報告を求める期間

令和４年９月１日から１０月３１日までの間

�������
�愛媛県告示第８３４号
次の県営土地改良事業の工事が完了したので、土地改良法（昭和

２４年法律第１９５号）第１１３条の３第３項の規定により公告する。

令和４年８月５日

愛媛県知事 中 村 時 広

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県告示第８３３号
次のとおり随意契約の相手方を決定した。

令和４年８月５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８３５号
次のとおり落札者を決定した。

令和４年８月５日

愛媛県知事 中 村 時 広

氏名又は名称及び
代 表 者 の 氏 名

主 た る 事 務 所 又 は
事 業 所 の 所 在 地

取 消
年 月 日

北条石油株式会社
代表取締役 藤本 豊 松山市北条辻６０７番地の８ 令和４年

６月３０日

随意契約に係る特定役務
の名称及び数量

契約に関する事務を
担当する機関の名称
及び所在地

随意契約の相手方
を決定した日

随意契約の相手方の氏
名及び住所

随意契約に係る
契約金額 随意契約にした理由

えひめこどもの城複層型木
製アスレチック遊具整備業
務
一式

愛媛県保健福祉部生き
がい推進局子育て支援
課
愛媛県松山市一番町四
丁目４番地２

令和４年７月１５日
伊予鉄総合企画株式会社
松山市三番町４丁目９－
５

６３，４９２，０００円
地方公共団体の物品等又は特定役
務の調達手続の特例を定める政令
（平成７年政令第３７２号）第１１条
第１項第１号の規定による。

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

農業用用排水施設整備事業 北条地区
（松山市） 令和４年３月９日

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

高純度ゲルマニウム多重波高分析装
置 ２式

愛媛県出納局会計
課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

令和４年７月１９日
はじめ科学株式会社
愛媛県松山市問屋町３
番７号

３０，６６８，０００円 一般競争入札 令和４年６月１０日
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�愛媛県告示第８３９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

西予市三瓶町土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

令和４年８月５日

愛媛県南予地方局長 赤 坂 克 洋

就 任

退 任

�愛媛県告示第８３６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和４年８月５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８３７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和４年８月５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８３８号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

令和４年８月５日

愛媛県中予地方局長 大 北 秀

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 玉川菊間線

今治市菊間町河之内１０９０番１２地先から

同町河之内１０９０番１２地先まで
旧 ８．１～１１．５ ０．０３９

今治市菊間町河之内１０９０番１８から

同町河之内１０９０番１９まで
新 ８．２～１２．６ ０．０３９

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 玉川菊間線
今治市菊間町河之内１０９０番１８から

同町河之内１０９０番１９まで
令和４年８月５日

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

４中局建（開）第１５号

令和４年７月２８日
伊予郡松前町大字西高柳字墓下３３６番１

伊予郡松前町大字西高柳２９７番地３
М・Ｙ・М２０１号室
水 野 美 鈴

伊予郡松前町大字西高柳３３６番地
川 中 実 千 代

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 宮 本 光 靖 西予市三瓶町朝立１番耕地１８番地１

〃 山 本 嘉 人 西予市三瓶町朝立５番耕地１８番地

〃 井 上 伸 也 西予市三瓶町朝立１番耕地３１番地６

〃 三ツ井 � 己 西予市三瓶町津布理２００番地１

〃 � 田 浩 之 西予市三瓶町安土３８８番地２

〃 攝 津 利 之 西予市三瓶町和泉甲３０３番地

〃 西 村 和 明 西予市三瓶町鴫山丙１８１番地

〃 井 上 � 年 西予市三瓶町垣生甲１７５番地１

〃 � 岡 石 洋 西予市三瓶町二及１番耕地３７０番地１・
２

〃 垣 田 磯 次 西予市三瓶町長早３番耕地４７８番地

〃 � 重 儀 之 西予市三瓶町周木６番耕地１２９番地３

〃 井 上 富士大 西予市三瓶町有太刀１４１番地

〃 井 上 眞 志 西予市三瓶町蔵貫浦７３２番地３

〃 三 好 恆 敏 西予市三瓶町蔵貫１２番地１

〃 池 田 � 幸 西予市三瓶町皆江２５１５番地

〃 藤 川 貴 史 西予市三瓶町下泊８２２番地１

監 事 宮 本 将 興 西予市三瓶町朝立１番耕地５４番地

〃 西 本 喜代人 西予市三瓶町二及２番耕地８２８番地４

〃 星 野 万 仁 西予市三瓶町皆江１８８６番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 井 伊 敏 郎 西予市三瓶町垣生甲７５１番地

〃 宇都宮 正 司 西予市三瓶町朝立２番耕地２５５番地

〃 菊 池 茂 守 西予市三瓶町朝立１番耕地２３番地

〃 三ツ井 � 己 西予市三瓶町津布理２００番地１

〃 � 田 浩 之 西予市三瓶町安土３８８番地２
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�愛媛県告示第８４０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和４年８月５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８４１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和４年８月５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８４２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和４年８月５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８４３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和４年８月５日

愛媛県知事 中 村 時 広

〃 攝 津 利 之 西予市三瓶町和泉甲３０３番地

〃 西 村 和 明 西予市三瓶町鴫山丙１８１番地

〃 井 上 � 年 西予市三瓶町垣生甲１７５番地１

〃 洲 家 卯太麿 西予市三瓶町二及２番耕地５７６番地１

〃 松 田 武 治 西予市三瓶町長早３番耕地１１８番地

〃 � 重 儀 之 西予市三瓶町周木６番耕地１２９番地３

〃 井 上 富士大 西予市三瓶町有太刀１４１番地

〃 上 杉 � 幸 西予市三瓶町蔵貫浦７０２番地

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 十和吉野線

北宇和郡松野町大字奥野川１７８１番地先から

同大字奥野川９７６番地先まで
旧 ４．１～１０．３ ０．０８５

北宇和郡松野町大字奥野川１７８１番２から

同大字奥野川９７６番２まで
新 ７．８～２５．１ ０．０８５

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 宇和島城辺線

宇和島市津島町増穂丁１０７５－２９地先 旧 ６．５～１０．９ ０．０８０

宇和島市津島町増穂丁１０７５－２９地先 新 ７．２～４４．４ ０．０８０

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 吉田宇和島線

宇和島市吉田町知永字山魚丁２７０番４地先 旧 ４．７～８．３ ０．０３７

宇和島市吉田町知永字山魚丁２７０番４ 新 ８．８～１２．２ ０．０３７

〃 三 好 恆 敏 西予市三瓶町蔵貫１２番地１

〃 星 野 万 仁 西予市三瓶町皆江１８８６番地

〃 藤 川 貴 史 西予市三瓶町下泊８２２番地１

監 事 山 本 嘉 人 西予市三瓶町朝立５番耕地１８番地

〃 西 本 喜代人 西予市三瓶町二及２番耕地８２８番地４

〃 堀 内 昭 利 西予市三瓶町蔵貫４４３番地
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監 査 公 表

�公表第８号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第４項の規定に基づ

き実施した定期監査の結果に関する報告を、同条第９項の規定によ

り、次のとおり公表する。

令和４年８月５日

愛媛県監査委員 � 橋 正 浩

同 大 西 誠

同 兵 頭 竜

同 � 田 健 司

�愛媛県告示第８４４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和４年８月５日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 宇和島城辺線 宇和島市津島町増穂丁１０７５－２９地先 令和４年８月５日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 吉田宇和島線 宇和島市吉田町知永字山魚丁２７０番４ 令和４年８月５日

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

公 営 企 業 管 理 局

総 務 課 令和４年６月６日

発 電 工 水 課 令和４年６月６日

県 立 病 院 課 令和４年６月６日

松 山 発 電 工 水 管 理 事 務 所 令和４年６月１日

西条地区工業用水道管理事務所 令和４年６月１日

中 央 病 院 令和４年６月６日

今 治 病 院 令和４年６月１日

南 宇 和 病 院 令和４年５月３１日

新 居 浜 病 院 令和４年６月１日

（監査の基準）

愛媛県監査委員監査基準（令和２年４月１日付 愛媛県監査員告示第

１号）に準拠し実施した。

（監査の種類）

財務監査

（監査の着眼点）

監査の実施にあたっては、次の事項に主眼を置き実施した。

・財務に関する事務の執行が、適正かつ効率的に行われているか。

・経営に係る事業の管理が合理的かつ能率的に行われているか。

（監査の実施内容）

令和３年度財務における公営企業管理局の定期監査を９機関に対して

実施した。

区分 実地監査 書面監査 計

公営企業管理局 ９ ０ ９

本庁 ３ ０ ３

地方機関（病院等） ６ ０ ６

（監査の結果）

令和３年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 工業用水道事業

� 松山・松前地区及び今治地区工業用水道事業については、給水能

力と同量の契約給水量を確保しており、経営成績は安定している。

また、西条地区工業用水道事業については、前年度に引き続き純

利益を計上したものの、長期借入金と企業債を合わせると１９３億円

の借入残高があり、依然として厳しい財政状態にあることから、企

業立地の促進支援や既受水企業等への売水促進活動の更なる強化等

による新たな水需要の開拓に一層努めるとともに、厳しい財政状態

に鑑み、引き続き事業運営の合理化・効率化に取り組み、経営基盤

の安定化に努められたい。

２ 病院事業

� 新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、当年度の入院患者数は前

年度と比較して減少したものの、外来患者数の微増及び診療単価の

上昇等により、医業収益が増加したことに加え、感染症指定医療機

関である中央病院、新居浜病院のほか今治病院、南宇和病院も新型

コロナウイルス感染症に積極的に対応した結果、病床確保に対する

国の財政支援等により総収益は増加した。その結果、純利益につい

ては、前年度を１３億７，６０６万円上回り、１８億３，５４９万円と引き続き黒

字となっている。

しかしながら、累積欠損金は１８５億円に上り、企業債３２２億円や一

般会計等からの長期借入金８８億円など、負債が資産を上回る債務超

過の状況になっており、依然として厳しい財政状態が続いている。

病院事業を取り巻く環境は、医師不足などを背景に厳しい状況に

あると思われるが、中央・今治・南宇和・新居浜の４病院が、国の

医療制度改革や本県の地域医療構想を踏まえながら、地域の中核病

院として高度で良質な医療を安定的に供給するとともに、引き続き

経営健全化に取り組まれたい。

� 個人医業未収金の納期到来分１５０，１２３，４６９円（過年度未収金９２，１４

５，７２０円、現年度未収金５７，９７７，７４９円）について、早期回収に引き

続き努められたい。
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教育委員会告示

�愛媛県教育委員会告示第３号
愛媛県個人情報保護条例第２９条第１項の規定による口頭による開示請求をすることができる個人情報（平成１４年３月愛媛県教育委員会告

示第３号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

令和４年８月５日

愛媛県教育委員会

教育長 田 所 竜 二

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

円、現年度未収金１，８８８，８５０円）について、早期回収に引き続き努

められたい。

（南宇和病院）

� 医業外未収金の納期到来分１０１，９２０円（過年度未収金７２，２２０円、

現年度未収金２９，７００円）について、早期回収に一層努められたい。

（南宇和病院）

� 個人医業未収金の納期到来分３４，１６８，１８６円（過年度未収金２２，６７４

，４９１円、現年度未収金１１，４９３，６９５円）について、早期回収に引き続

き努められたい。

（新居浜病院）

� 医業外未収金の納期到来分４０５，３８６円（過年度未収金２７１，１０６円、

現年度未収金１３４，２８０円）について、早期回収に引き続き努められ

たい。

（新居浜病院）

（中央病院）

� 医業外未収金の納期到来分４，１３３，９３４円（過年度未収金３５７，３９４円、

現年度未収金３，７７６，５４０円）について、早期回収により一層努めら

れたい。

（中央病院）

� 個人医業未収金の納期到来分２９，６７２，１０７円（過年度未収金１４，２２８

，３５０円、現年度未収金１５，４４３，７５７円）について、早期回収に引き続

き努められたい。

（今治病院）

� 医業外未収金の納期到来分２０５，０１０円（過年度未収金３６，５７０円、

現年度未収金１６８，４４０円）について、早期回収により一層努められ

たい。

（今治病院）

� 個人医業未収金の納期到来分８，２４８，６１０円（過年度未収金６，３５９，７６０

改 正 後 改 正 前

口頭による開示請求をすること

ができる個人情報の内容

口頭による

開示請求を

することが

できる期間

口頭による

開示請求を

することが

できる場所

口頭による開示請求をすること

ができる個人情報の内容

口頭による

開示請求を

することが

できる期間

口頭による

開示請求を

することが

できる場所
試験等の名称 開示する内容 試験等の名称 開示する内容

省略 省略

愛媛県公立学

校教員採用選

考試験

前期第１次選考

試験の項目別得

点、スポーツの

分野の実績等に

対する評価点、

総合得点及び総

合順位（第１次

選考試験の不合

格者に係るもの

に限る。）

前期第１次

選考試験の

合格発表の

日から１月

間

教育委員会

事務局指導

部義務教育

課又は高校

教育課

愛媛県公立学

校教員採用選

考試験

第１次選考試験

の項目別得

点、スポーツの

分野の実績等に

対する評価点、

総合得点及び総

合順位（第１次

選考試験の不合

格者に係るもの

に限る。）

第１次選考

試験 の

合格発表の

日から１月

間

教育委員会

事務局指導

部義務教育

課又は高校

教育課

前期第１次選考

試験の項目別得

点及びスポーツ

の分野の実績等

に 対 す る 評 価

点、前期第２次

選考試験の項目

別得点並びに総

合得点及び総合

順位

前期第２次

選考試験の

合格発表の

日から１月

間

第１次選考試験

の項目別得

点及びスポーツ

の分野の実績等

に 対 す る 評 価

点、第２次選考

試験 の項目

別得点並びに総

合得点及び総合

順位

第２次選考

試験 の

合格発表の

日から１月

間
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選挙管理委員会告示

�愛媛県選挙管理委員会告示第５７号
令和４年１１月２０日執行予定の愛媛県知事選挙に関する選挙人名簿

の登録を次のとおり行う。

令和４年８月５日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 大 塚 岩 男

被登録資格決定基準日 令和４年１１月２日

（ただし、年齢については、同年１１月２０

日）

�������
�愛媛県選挙管理委員会告示第５８号
令和４年１１月２０日執行予定の愛媛県知事選挙における各候補者が

政見放送を行うことができる基幹放送事業者及びその回数は、次の

とおりである。

令和４年８月５日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 大 塚 岩 男

�������
�愛媛県選挙管理委員会告示第５９号
令和４年１１月２０日執行予定の愛媛県知事選挙における手話通訳士

による手話通訳を付して政見を録画する放送事業者は、次のとおり

である。

令和４年８月５日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 大 塚 岩 男

日本放送協会松山放送局

株式会社テレビ愛媛

株式会社あいテレビ

株式会社愛媛朝日テレビ

後期選考試験の

項目別得点、ス

ポーツの分野の

実績等に対する

評価点、総合得

点及び総合順位

後期選考試

験の合格発

表の日から

１月間

省略 省略

区 分 基幹放送事業者 政見放送の回数

テレビジョン放送

株式会社テレビ愛媛

株式会社あいテレビ

株式会社愛媛朝日テレビ

１回

１回

１回

ラ ジ オ 放 送 南海放送株式会社 １回

令和４年８月５日 発行


